Ⅱ－４　利用者預り金取扱規程

　（目　的）

第１条  この規程は社会福祉法人○○会○○園（以下「施設」という。）において、利用者の通帳・印鑑及び現金（以下「預り金」という。）を預かる場合の取扱いについて必要な事項を定め、適正かつ厳正な預り金事務を行うことにより、利用者のサービス向上を図ることを目的とする。

　（管理責任者等）

第２条  施設における預り金取扱い事務の管理責任者は施設長とし、事務員又は指導員を　もって事務補助者に充てる。

（預り金の保管依頼）

第３条  利用者の預り金は、本来利用者が自ら保管・管理すべきものであるが、利用者本人の意思能力があるにもかかわらず、自ら保管・管理することが困難な場合は本人または保護者等（身元引受人）の依頼により施設において保管・管理を引き受けることができる。

２　預り金の保管・管理を依頼する者は、保管管理について依頼書及び使途を明記した依頼書を施設長あて提出しなければならない。

（本人の意思能力が適正に行使できない場合）

第４条  利用者が自己の所持金等管理する判断能力が適正に行使できない場合には、次により取り扱う。

　(1)　利用者に保護者等がある場合は、援護の実施機関（福祉事務所等）と保護者等に、預り金管理者の指定を依頼し、施設長と預り金管理者との協議により、預り金の保管・管理を行う。

　(2)　利用者に保護者等がない場合は、施設長と援護の実施機関との協議により、預り金の保管・管理を行う。

２　前項により預り金の保管・管理を行う場合、第８条及び第10条による報告は、これを預り金管理者又は援護の実施機関に対して半期ごとに行う。

（管理方法等）

第５条  管理責任者及び事務補助者は預り金の保管について、常に善良な管理者としての注意をもってあたらなければならない。

２　預り金の保管については、極力現金は避け、本人名義の通帳・印鑑等、必要最少限とする。

３　預金通帳の保管にあたっては、印鑑は管理責任者が、通帳は事務補助者がそれぞれ別々に金庫等安全な場所に保管するものとし、安全を期するためにキャッシュカードは作　成しない。

（預け入れ事務）

第６条  本人等の依頼により現金を入金する場合は、依頼者と事務補助者を含む複数の者が立会いのうえ、入金依頼書により、入金手続きを行う。

（払出し事務）

第７条  定期的に利用者に対する請求がある措置費負担金等は、本人等の了解を得て、施設長の決裁の後、預金の払出し及び支払いを行う。また、口座引落しや口座振替が可能な場合は、これにより行う。

２　本人等の依頼により現金を払出す場合は、払出依頼書により依頼を受け、依頼者と事務補助者を含む複数の者が立会いのうえ、引渡しを行う。

（出納結果の報告等）

第８条  預り金の入金結果及び払出し結果は、本人に報告するとともに、本人に払出した場合は、受領印を徴するものとする。

２　事務補助者は、振込伝票、出金伝票及び領収書等の証票を保管するものとする。

（出納簿の整備）

第９条  預り金の入金又は払出しがあった場合は、個人別金銭出納簿に記入し、常に残高を明らかにしておくものとする。

（残高の報告）

第10条　事務補助者は預り金の状況について、本人から請求があった場合は、速やかにその残高を報告する。

２　管理責任者は、毎月預り金の収支状況について個人ごとの残高を確認するとともに、半期ごとに本人等に対してその収支状況を報告する。

（少額の現金の扱い）

第11条　少額の現金（○○円程度）が必要な場合については、通帳からの払出しに替えて、一旦施設において立替えることができるものとする。この場合、事務補助者はその出納　について個人別金銭出納簿に記載し、毎月その出納結果を精算し管理責任者に報告する。

（預り金の返還）

第12条　利用者の退所時には、本人に遅滞なく預り金を返還し、受領書を徴する事とする。

第13条　その他預り金の保管に関する取扱いは、施設長が本人、預り金管理者及び援護の実施機関との協議により処理するものとする。

２　証拠書類の保管は５年以上とする。

 附則

　この規程は平成○○年○月○日より実施する。


